
 

 

報 道 発 表 
                           科学技術・学術政策研究所 

 

 

平成 29 年 2 月 22 日 

「日本の大学システムのインプット構造」の公表について 

科学技術・学術政策研究所（所長 川上 伸昭）では、総務省の「科学技術研究調査

(2002-2015)」の「大学等」の個票データを用いて、日本の大学システムのインプット

構造についての網羅的かつ詳細な時系列分析を初めて行いました。 

本報告書では、論文数シェア(自然科学系)を用いて日本の大学等を 5 つのグループ

に分類し、大学グループごとの「研究開発費」の分野バランスや負担源、「研究開発

人材」における男女の業務の差異等についての特徴や変化を明らかにしました。 

本調査研究によって示された主な結果は以下のとおりです。 

研究開発費及び研究者数のいずれについても、大学グループによって分野バランスの

違いが見られました。また、多くの大学グループにおいて、約 10 年前と比較して保健分

野の割合が増加しています。 

外部受入研究開発費と自己資金のバランスに変化が生じています。論文数シェアが大

きい大学グループほど、外部受入研究開発費の割合が大きい傾向にあります。全ての大

学グループにおいて、外部受入研究開発費の割合は約 10 年前と比較して増加しており、

論文数シェアが大きい大学グループほど、その割合の増加が顕著です。 

研究者における教員、博士課程後期在籍者、医局員・その他の研究員のバランスには、

大学グループによって顕著な違いが見られました。論文数シェアが大きい大学グループ

ほど研究者に占める博士課程在籍者の割合は大きい傾向にあります。また、女性研究者

数は増加していますが、論文数シェアが大きい大学グループほど男性に比べて女性では、

研究者に占める教員の割合が小さい傾向にあります。 
 

『日本の大学システムのインプット構造 －「科学技術研究調査（2002～2015）」の詳

細分析－』の概要は次頁からのとおりです。 
 

※ 本報告書は、下記ウェブサイトで電子媒体を入手することが可能です。 

 

＜お問合せ＞ 

科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室 担当:神田、伊神 

TEL:03-6733-4910（直通） FAX:03-3503-3996 

e-mail:indicat@nistep.go.jp ウェブサイト:http://www.nistep.go.jp/ 
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「日本の大学システムのインプット構造」の分析フレームワーク 

本調査研究では、インプットとして研究開発費及び研究開発人材に注目する。研究開発費につ

いては学問分野別、性格別など、研究開発人材について業務区分別、学問分野別などの多角的な

集計を、大学グループ別に時系列で行う。これによって、大学グループによる研究開発費や研究開

発人材の状況の違い、その時系列変化を見る。 

概要図表 1 「日本の大学システムのインプット構造」の分析フレームワーク 

 

大学グループについて 

過去の科学技術・学術政策研究所の調査から、大学における研究活動の状況は、論文数シェア

(自然科学系)で見た大学グループによって異なることが示されている。そこで、本調査研究でも、大

学グループごとのインプットの状況に注目する。概要図表 2 に論文数シェアを用いた大学のグルー

プ分類を示す。なお、これまでの調査との整合性を保つため、大学のグループ分類は 2005～2007

年の論文数(2007 年時点に集計)にもとづく結果を採用している。 

概要図表 2 論文数シェア(自然科学系)を用いた大学のグループ分類 

 
 

注：自然科学系の論文数シェアに基づく分類である。また、大学共同利用機関、高等専門学校、短期大学は論文数シェアによらず「その

他グループ」に分類している。 

資料：科学技術政策研究所「日本の大学に関するシステム分析 -日英の大学の研究活動の定量的比較分析と研究環境(特に、研究時

間、研究支援)の分析-」(2009)を用いて、科学技術・学術政策研究所が作成。該当大学数及び割合（2015）については、総務省

「科学技術研究調査（2015）」を用いて、科学技術・学術政策研究所が作成。 
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（研究者、研究支援者）

業務区分別

学問分野別
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• 大学グループによる状況の違い
• 時系列で見た数やバランスの変化

大学
グループ

日本における
論文数シェア

大学名
該当大学等数

(2015)
該当大学等
割合 (2015)

第1G 5%以上 大阪大学, 京都大学, 東京大学, 東北大学 4 0.4%

第2G 1～5％
岡山大学, 金沢大学, 九州大学, 慶應義塾大学, 神戸大学, 千葉大学, 筑波大学, 
東京工業大学, 名古屋大学, 日本大学, 広島大学, 北海道大学, 早稲田大学 13 1.2%

第3G 0.5～1％
愛媛大学, 大阪市立大学, 大阪府立大学, 鹿児島大学, 北里大学, 岐阜大学, 近
畿大学, 熊本大学, 群馬大学, 静岡大学, 首都大学東京, 順天堂大学, 信州大学, 
東海大学, 東京医科歯科大学 （他12大学）

27 2.5%

第4G 0.05～0.5％

岩手大学, 大阪薬科大学, 帯広畜産大学, 岐阜薬科大学, 九州工業大学, 京都工
芸繊維大学, 京都府立医科大学, 京都府立大学,京都薬科大学, 共立薬科大学
神戸薬科大学, 埼玉工業大学, 埼玉大学, 昭和薬科大学, 総合研究大学院大学
(他119大学)

134 12.6%

その他G ～0.05％ 上記以外の大学 882 83.2%



- 2 - 

1 研究開発費の構造分析 

1-1 大学グループ別で見る研究開発費 

研究開発費の規模は、大学グループに含まれる大学数と必ずしも一致していない。一定数の論

文を生み出している第 1～4 グループは、数としては全体の約 17％、研究開発費としては全体の

69％を占める。 
 

研究開発費の規模(2014 年度)を見ると、第 4 グループが 1.17 兆円(全体の 32％)と一番大きく、こ

れにその他グループ(1.16 兆円、31％)、第 2 グループ(0.53 兆円、14％)、第 3 グループ(0.44 兆円、

12％)、第 1 グループ(0.40 兆円、11％)が続いている。 

大学数で見ると(本編の図表 1-3 参照)、第 1～その他グループは、それぞれ全体の 0.4％、1.2％、

2.5％、12.6％、83.2％となっており、大学グループに含まれる大学数と研究開発費の規模は必ずし

も一致していない。 

一定数の論文を生み出している第 1～4 グループは、大学数としては大学等全体の約 17％を占

めている一方で、研究開発費としては大学等全体の 69％を占めている。 

全てのグループで研究開発費は増加している。最も増加したのは第 4 グループであり、次いで第

1 グループである。また、大学グループ間の研究開発費の割合にほとんど変化は見られない。 
 

概要図表 3 研究開発費の状況 

 
 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。  
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1-2 学問分野別研究開発費 

研究開発費の分野バランスは大学グループによって異なる。多くの大学グループにおいて、約

10 年前と比較して保健の重みが増大している。 
 

学問分野別研究開発費の割合を見ると(2014 年度)、第 1 グループでは工学の割合が最も大きい。

また、理学の割合が他のグループと比較すると最も大きいという特徴がある。第 2 グループでは工学

と保健の割合が同程度で大きい。 

第 3 グループでは保健の割合が最も大きい。一方、人文・社会科学の割合は他のグループと比

較すると最も小さい。第 4 グループでは保健の割合が他のグループと比較して最も大きい。また、人

文・社会科学も他のグループと比較すると大きい方である。その他グループでは人文・社会科学の

割合が他のグループと比較して最も大きく、また、その他分野(家政学や教育学等)の割合も大きい。 

多くのグループにおいて、2001 年度と比較すると、保健の割合が大きくなっている。第 1 グループ

では工学の割合は減少している。一方で、保健、理学の割合は増加している。第 2 グループでは工

学の割合は増加し、保健の割合はほぼ横ばいである。第 3、第 4 グループでは保健の割合が増加し

ている。第 4 グループでは約半数が保健となった。その他グループでは人文・社会科学が減少し、

保健の割合が最も増加した。 
 

概要図表 4 学問分野別研究開発費の状況 

 
 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。  
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1-3 性格別研究開発費 

大学全体では、過去約10年間で、基礎、応用、開発研究のバランスはほとんど変化していない。

ただし、大学グループによっては性格別研究開発費のバランスに変化が見える。 
 

大学全体では過去約 10 年間で、基礎、応用、開発研究のバランスはほとんど変化していない。 

大学グループ別で見ると、第 1 グループでは基礎研究の割合が増加する一方で、開発研究は規

模、割合ともに小さくなっている。第 2 グループでは、基礎研究は一定の割合を保ちながら、開発研

究の割合が増加している。第 3 グループは第 2 グループと傾向が似通っている。 

第4グループは基礎研究と応用研究の割合が同程度である。その他グループは基礎研究の割合

が 7 割を超えている。 
 

概要図表 5 性格別研究開発費の状況 

 
 

注：性格別研究開発費とは、内部で使用した研究開発費総額のうち、理学、工学、農学、保健の自然科学に関する研究開発費を性格

（基礎、応用、開発）によって分類したもの。 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。 
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1-4 費目別研究開発費 

研究開発費において一番大きな割合を占めているのは人件費である。論文数シェアが小さい大

学グループほど、人件費の割合が大きくなる傾向にある。全てのグループにおいて、その他の経費

の割合が大きくなっている。 
 

研究開発費において一番大きな割合を占めているのは人件費である。大学グループ別の違いに

注目すると、論文数シェアが小さいグループほど、人件費の割合は大きくなる傾向にある。 

その他の経費は全てのグループで金額、割合共に増加している。その他経費には研究に要した

図書費、光熱費、外部に委託した試験・計測・検査などの費用などが含まれる。なお、論文数シェア

の大きな大学グループほど、その他の経費の割合が大きくなっている。 

また、研究開発費は年ごとの変動が大きいが、第 1、第 2 グループでの金額の増減に影響を及ぼ

しているのは有形固定資産購入費である(本編の図表 2-15 参照)。 
 

概要図表 6 費目別研究開発費の状況 

 
 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。 
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1-5 負担源別研究開発費 

論文数シェアが大きい大学グループほど、外部受入研究開発費の割合が大きい傾向にある。全

ての大学グループにおいて、その割合は約 10 年前と比較して増加している。なお、論文数シェアが

大きい大学グループほど、外部受入研究開発費の割合の増加が顕著である。 
 

論文数シェアが大きい大学グループほど、研究開発費における外部受入研究開発費1の割合が

大きく、その割合は全ての大学グループにおいて、2001 年度と比べて増加している。2014 年度での

外部受入研究開発費の割合は、第 1 グループで約 5 割を占めている。 

自己資金2の額の変化に注目すると、過去約 10 年間で、第 1、第 2 グループはそれぞれ 16％、

4％減であり、第 3 グループはほぼ横ばい、第 4、その他グループはそれぞれ 18％、8％の増となっ

ている。外部受入研究開発費については、第 1 グループからその他グループまで、120％、104％、

67％、53％、16％増である。全ての大学グループにおいて増加しているが、論文数シェアが大きい

大学グループで伸びが大きい。 

概要図表 7 負担源別研究開発費の状況 

 (A)外部受入研究開発費と自己資金 (B)外部受入研究開発費と自己資金の割合 

 
 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。  

                                            
1 収入名目（受託費、科学研究費、補助金、交付金等）の如何を問わず、外部から受け入れた研究開発費である。詳細は本編「2.6 負担

源別研究開発費」の節を参照のこと。 
2 研究開発費総額から外部から受け入れた研究開発費を除いた額である。なお、国立大学が国から受け入れた運営費交付金及び施設

整備費補助金は「自己資金」として扱っている。また、私立学校振興助成法に基づく経常費補助金は、その使途が限定されていないが、

補助金のうち研究関係業務に使用されたとみなされた額を「外部受入研究開発費」としている。詳細は本編「2.6負担源別研究開発費」の

節を参照のこと。 
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2 研究開発人材の構造分析 

2-1 大学グループ別で見る研究者 

全ての大学グループにおいて研究者数は増加している。ただし、全体に占める各グループの研

究者数のバランスに大きな変化は見られない。 
 

研究者数の規模(2015 年)を見ると、第 4 グループが 8.7 万人(全体の 30％)と一番大きく、これに

その他グループ(7.6 万人、26％)、第 2 グループ(5.2 万人、18％)、第 3 グループ(4.2 万人、14％)、

第 1 グループ(3.4 万人、12％)が続いている。 

大学数で見ると(本編の図表 1-3 参照)、第 1～その他グループは、それぞれ全体の 0.4％、1.2％、

2.5％、12.6％、83.2％となっており、大学グループに含まれる大学数と研究者数の規模は必ずしも

一致していない。 

一定数の論文を生み出している第 1～4 グループは、大学数としては全体の約 17％を占めている

一方で、研究者としては大学等全体の 74％を占めている。 

全てのグループで研究者は増加しており、最も増加したのは第 1 グループであり、次いで第 2 グ

ループである。なお、時系列で見ると各グループが占める割合にほとんど変化はみられない。 
 

概要図表 8 研究者の状況 

 
 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。  
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2-2 学問分野別研究者 

大学グループにおける研究者の分野バランスは異なる。研究開発費と同様に保健の重みが、過

去約 10 年間で増大している。 
 

学問分野別研究者数の割合(2015 年)を見ると、第 1 グループは保健と工学の割合が同程度の大

きさである。また、他のグループと比較して理学の割合が大きいという特徴がある。第2グループでは

保健の割合が最も大きく、次いで工学が大きい。 

第 3、第 4 グループは保健分野が半数を占め、似通った分野構成である。ただし、人文・社会科

学の割合について差異があり、第 4 グループは第 3 グループの約 2 倍の大きさである。その他グル

ープでは、人文・社会科学が他のグループと比較して最も大きい。また、その他分野(家政学や教育

学等)の割合も他のグループと比較すると極めて大きい。 

時系列変化を見ると研究開発費と同じく、多くのグループで保健の研究者数、割合ともに増大し

ている。 
 

概要図表 9 学問分野別研究者の状況 

 
 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。 
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2-3 業務区分別研究者 

研究者の業務区分別の構成は大学グループによって大きく異なる。論文数シェアが大きい大学

グループほど、研究者に占める大学院博士課程在籍者の割合が大きい。 
 

第 1 グループは大学院博士課程在籍者が教員よりも多く、また、その他の研究員が他のグループ

と比較して多い。第 2 グループは教員が半数近くを占めるが、大学院博士課程在籍者も 4 割を占め

る。 

第 3 グループは教員が多く、大学院博士課程在籍者は教員の半分である。医局員の割合は他の

グループと比較すると大きい傾向にある。第 4 グループは教員が約 7 割を占めている。また、医局員

が他のグループと比較すると最も多い。 

その他グループは教員の割合が 9 割を占めており、ほぼ教員で構成されている。 
 

概要図表 10 業務区分別研究者の状況 

 
 

注：「科学技術研究調査」における 2013 年以前の調査では、「医局員」と「その他の研究員」は一緒に計測されていた。 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。 
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2-4 男女別の業務区分別研究者 

女性研究者と男性研究者を比較すると、女性の方が大学院博士課程在籍者の割合が大きい。

大学院博士課程在籍者は論文数シェアが大きい大学グループほど多いという傾向が男女共通に

見られる。 
 

女性研究者の場合、論文数シェアの大きい大学グループほど、大学院博士課程在籍者の割合

が大きく、教員の割合を上回っている。男性研究者の場合は、大学院博士課程在籍者の割合が教

員の割合を上回ることはないが、論文数シェアの大きい大学グループでは教員は大学院博士課程

在籍者と拮抗している。教員の割合は、男性研究者よりも女性研究者の方が小さい傾向にあり、論

文数シェアが大きい大学グループほどこの傾向は顕著である。医局員とその他の研究員の割合は、

男性研究者より女性研究者において大きい。 

概要図表 11 男女別業務区分別研究者の状況 

(A)男女別業務区分別研究者数 

 

(B)男女別業務区分別研究者数の割合 

 
資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。  
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2-5 研究支援者 

全ての大学グループにおいて研究支援者数は顕著に増加している。論文数シェアが大きい大学

グループほど、研究者当たりの研究支援者が多い。過去約 10 年間で、研究事務その他の関係者

が特に増加している。 
 

大学グループ別の研究支援者を見ると、全ての大学グループにおいて研究支援者数は顕著に

増加している。第 1、第 2 グループにおいて最も増加したのは研究補助者である（それぞれ 167％、

163％）。第 3～その他グループにおいて最も増加したのは研究事務その他の関係者である(それぞ

れ 105％、25％、44％)。技能者については他と比較すると変化は少ない。 

研究者 100 人当たりの研究支援者数を見ると、論文数シェアが大きいグループほど研究支援者

が多く、各区分別の研究支援者でも同様の傾向が見られる。ただし、その他グループについては、

研究事務その他の関係者が第 1 グループの次に多い。 

技能者に対して指示をする立場にある研究補助者についても、論文数シェアの大きいグループ

の方が多い傾向にあり、増加も著しい。技能者については全てのグループで、横ばいもしくは減少

傾向にある。 
 

概要図表 12 研究支援者の状況 

 
 

資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。  
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2-6 男女別の研究支援者 

研究支援者は男性より女性の方が多い。研究者を補佐する研究補助者においても女性の数は

男性を上回っている。 
 

研究支援者数(2015 年)に注目すると、全ての大学グループにおいて女性の研究支援者の方が

男性より多い。内訳を見ると、女性の場合、いずれのグループでも研究事務その他の関係者の数が

最も大きく、研究補助者・技能者との数に差があるが、男性の場合、論文数シェアの大きいグループ

ほどその差は少ない。研究者を補佐する研究補助者では女性は男性を上回っており、専門的な技

術サービスを提供する技能者では男性と同程度となっている。 

ほとんどのグループにおいて、2002 年時点では男性の研究補助者が女性と比べて多かったが、

その後、女性の研究補助者が増加し男性を上回った。 

概要図表 13 男女別研究支援者の状況 

(A)男女別研究支援者数 

 

(B)男女別研究支援者数の割合 

 
資料：総務省「科学技術研究調査」の個票データ（統計法に基づく二次利用申請による）を用いて科学技術・学術政策研究所が集計・分

析。 
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